
22年度 23年度要求

予算額(補正後） 33,472 40,067 23,713 19,028

執行額 42 318 37 434 34 643予算の状況

19年度 20年度 21年度

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

　国民の共有財産である国家機関の建築物（官庁施設）について、行政サービスを提供する場として、来訪者の人命の
確保や地震等災害時の災害応急対策活動の拠点としての機能を確保するために耐震性の確保を図るとともに、外壁落
下等の危険性や、老朽・狭隘等の解消をコスト縮減を図りつつ実施する。

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

　耐震性能の不足等により、大規模地震時に来訪者等の人命に危険が及ぶ施設や災害時の活動拠点としての機能の
発揮に問題がある施設に加え、外壁落下や建物内への漏水等の不具合が生じたり業務量の増大等に伴い著しく狭隘と
なるなど、行政サービス提供の場として重大な支障が生じている施設について、耐震性能等の必要な性能を確保できる
よう、改修や建替えを実施している。建替えに当たっては改修との経済比較を行った上で事業を実施することとしてい
る。
　事業の実施において、国は施設の企画や整備水準の設定、工事の発注・監督・検査等を行い、設計や工事の施工に
ついては民間事業者が行っている。

実施状況

 　　※２２年度は、４月現在の実施予定箇所数である。

計画課長
鬼沢　浩志

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
官公庁施設の建設等に関する法律

関係する計
画、通知等

－

会計区分 一般会計 上位政策
環境等に配慮した便利で安全な官庁施設の整備・保
全を推進する

担当部局庁 官庁営繕部 担当課室 計画課

事業番号 18

　　　　　　　　　　　　　行政事業レビューシート　　　　(国土交通省)

予算事業名 官庁営繕費
事業開始

年度
昭和26年度 作成責任者

補
　
記

※「執行額」に前年度からの繰越に伴う金額が含まれるため、「執行率」が１００％を超えるものがある。
※平成２１年度事業仕分け評価結果「予算要求の縮減（10～20％を縮減）」（官庁営繕費）

【予算科目】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２１年度予算額）　　　　　　　　（２１年度決算見込額）
 108　官庁営繕費
    95　環境等に配慮した便利で安全な官庁施設の整備に必要な経費
     95016-1202-08 施設施工旅費                 　  １１３百万円　                        　１１２百万円
     95016-1203-09 施設施工庁費               　１，８４９百万円                        ２，４１８百万円
　　 95016-1204-15 施設整備費 　　                         １７，６９２百万円                       　　　　         　　   ２８，０５３百万円

　　95　民間資金等を活用した官庁営繕に必要な経費
     95016-1204-15 不動産購入費           　    ４，０６０百万円                      　４，０６０百万円

自
己
点
検

支出先・
使途の把
握水準・
状況

入札及び契約内容の妥当性については、第三者機関である総合評価委員会及び入札監視委員等により審議いただい
ている。
予算の執行状況等について、各地方整備局等を通じて確認・検証し、事業の効果的・効率的な実施に努めている。
また、全ての工事・業務等に係る入札・契約の状況について、各地方整備局等から定期的に報告を受けている。

見直しの
余地

２１年１１月の事業仕分けの評価結果に基づき、２２年度の官庁営繕費においては、防災拠点となる官庁施設等の耐震
性の確保、老朽・狭隘の解消、危険箇所の解消などに重点化したところである。
２３年度要求においても、事業仕分けの結果等を踏まえ、引き続き、整備が必要なものに重点化する。

予
算
監
視
・
効
率
化

チ
ー

ム
の
所
見

執行率 126% 93% 146%

総事業費(執行ベース) － － －

執行額 42,318 37,434 34,643予算の状況
（単位:百万円）



資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ

国土交通省 
３４，６４３百万円 

Ａ．地方整備局等（１０機関） 
２４，０００百万円 

Ｂ．民間企業（４３８社） 
２３，８５６百万円 

Ｃ．公益法人（１２法人） 
１４４百万円 

予算配分、事業採択、地

方整備局等への助言 

新営事業（建替え）及び改修に係る調

査・設計・監理・工事等を実施 

【一般競争入札等】 

工事・設計・監理、調査等 

埋蔵文化財調査、資材価格調査等 

【一般競争入札等】 

Ｄ．本省 
９ ８８１百万円

工事事務費 
７６２百万円 

ているかについ
て補足する)

(単位:百万円)

国土交通省 
３４，６４３百万円 

Ａ．地方整備局等（１０機関） 
２４，０００百万円 

Ｂ．民間企業（４３８社） 
２３，８５６百万円 

Ｃ．公益法人（１２法人） 
１４４百万円 

予算配分、事業採択、地

方整備局等への助言 

新営事業（建替え）及び改修に係る調

査・設計・監理・工事等を実施 

【一般競争入札等】 

工事・設計・監理、調査等 

埋蔵文化財調査、資材価格調査等 

【一般競争入札等】 

Ｄ．本省 
９，８８１百万円 

Ｅ．民間企業（２５社） 
９，８０６百万円 

Ｆ．公益法人（５法人） 
７５百万円 

【一般競争入札等】 

施設整備に必要な調査・検討等 

【一般競争入札等】 

新営事業（建替え）及び改修に係る調

査・設計・監理・工事等を実施 

工事・設計・監理、調査等 

工事事務費 
７６２百万円 



費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ
れている者に

A.関東地方整備局 E.霞が関７号館ＰＦＩ（株）

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

施設整備費 庁舎改修工事費等 4,158 不動産購入費
中央合同庁舎第７号館の建設工
事費等（ＰＦＩ事業で施設完成済）

3,588

不動産購入費
九段第３合同庁舎の建設工事費
等（ＰＦＩ事業で施設完成済）

472

施設施工庁費
庁舎改修工事に係る調査・設計・
監理等

274

計 4,904 計 3,588

B.竹中・岩田地崎特定建設工事共同企業体 F.(財)建築保全センター

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

施設整備費
国土地理院研究合同庁舎耐震改
修工事

1,267 人件費 施設整備に必要な調査・検討等 18

システム関係費 ソフトウエア修正等 10

その他 印刷製本費、検討会運営費等 1

計 1,267 計 29

途

れている者に
ついて記載す
る。使途と費目
の双方で実情
が分かるように

記載）

C.(財)京都市埋蔵文化財研究所

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

施設整備費
宮内庁京都事務所増築等改修工
事に伴う埋蔵文化財発掘調査業
務

36

計 36 計 0

D.本省

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

施設整備費 庁舎改修工事費 5,991

不動産購入費
中央合同庁舎第７号館の建設工
事費等（ＰＦＩ事業で施設完成済）

3,588

施設施工庁費
庁舎改修工事に係る調査・設計・
監理等

302

計 9,881 計 0

※Ｆの使途については、契約ベースの金額を記載



【別紙】

№ 支出先
金額

（百万円）
№ 支出先

金額
（百万円）

1 関東地方整備局 4,904 1 （財）京都市埋蔵文化財研究所 36

2 近畿地方整備局 4,513 2 （財）建築コスト管理システム研究所 26

3 中国地方整備局 3,315 3 （社）公共建築協会 23

4 中部地方整備局 2,774 4 （財）建設物価調査会 17

5 東北地方整備局 2,180 5 （財）経済調査会 17

6 北海道開発局 2,040 6 （財）日本建設情報総合センター 11

7 北陸地方整備局 1,796 7 （財）東京都スポーツ文化事業団 9

8 九州地方整備局 1,388 8 （社）中部建設協会 2

9 四国地方整備局 744 9 （社）北陸建設弘済会 1

10 沖縄総合事務局 346 10 （社）近畿建設協会 0.6

№ 支出先
金額

（百万円）
№ 支出先

金額
（百万円）

1 竹中・岩田地崎特定建設工事共同企業体 1,267 1 霞が関７号館PFI（株） 3,588

2 三建設備工業（株） 910 2 鹿島建設（株） 1,745

A.地方整備局等（１０機関）　２４，０００百万円 C.公益法人（１２法人）　１４４百万円

B.民間企業（４３８社）　２３，８５６百万円 Ｅ.民間企業（２５社）　９，８０６百万円

2 三建設備工業（株） 910 2 鹿島建設（株） 1,745

3 清水建設（株） 814 3 （株）中電工 1,002

4 新菱冷熱工業（株） 701 4 新菱冷熱工業（株） 831

5 （株）淺沼組 614 5 三建設備工業（株） 779

6 安藤建設（株） 503 6 清水建設（株） 587

7 （株）中電工 489 7 （株）ユアテック 339

8 鹿島建設（株） 451 8 フジテック（株） 250

9 三機工業（株） 440 9 栗原工業（株） 194

10 ダイダン（株） 418 10 （株）富士工 137



№ 支出先
金額

（百万円）

1 （財）建築保全センター 29

2 （社）公共建築協会 23

3 （財）建築コスト管理システム研究所 21

4 （財）建設業技術者センター 1

5 （財）日本建設情報総合センター 0.6

6

7

8

9

10

Ｆ.公益法人（５法人）　７５百万円
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